






Connecting historical topics and civics lessons   
in junior high school social-studies education
—Using the Taisho democracy as an example—
TSUBOI Ryuta·MIZUTANI Satoru
 In 2007, the National School Education Law was revised in Japan. The revisions put priority on 
developing students’ academic skills from elementary school to high school. In particular, improving 
students’ thinking power, judgment, and power of expression was insisted upon clearly. Now in 2012 in 
junior high schools, the new course of study has been fully carried out in all levels. When the new junior 
high school social studies curriculum is examined, it can be seen that substantial language development 
activities have been carried out. Furthermore, for junior high school students over the three years, the 
number of classroom hours increased from 315 hours to 350 hours for social studies. Modern history is 
being studied still more deeply by being presented within historical contexts. For students in their 3rd 
year, the government guidelines for teaching require that history should be taught first for 40 hours, 
and civics should be taught for 100 hours after that. 
 This means that in junior high school, social studies education there is a new subject that includes 
both the study of modern history and how it is connected to topics in civics. In this subject, students 
should be able to practice connecting ideas from different historical fields, and improve their thinking 
power, judgment, and power of expression. 
 In this paper the implementation of the social studies curriculum in 2011 in Toyo Eiwa Junior 
High School is evaluated. In particular, the topic of the establishment of the Universal Male Suffrage 
Act of the Taisho democracy, and whether students’ understanding of it has been deepened by their 
integrated study of the election system in civics will be examined. Data include students’ lesson notes, 
their answers to essay test questions, and their performance on the final examination.
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Ｇ子： 1925年 は 大 正14年 の こ と だ か ら …、
えーっと何だっけ？
Ｔ：「大正」と来れば…何？
Ｇ子：あぁ「大正デモクラシー」だ！？
Ｔ： そうだね。ちなみに、その内容って覚えて
ますか？
Ｇ子： 吉野作造の「民本主義」とかですよね。
Ｔ： そうそう。でも、今まで話してくれたこと
で十分つながりを感じていることが確認で
きました。
Ｇ子：はい。つながってると思います。
　このような形で聞き取りを実施した結果、ま
ずＱ１「去年（中学校第２学年）の歴史的分野
の授業の内容が公民的分野の授業で何か役立っ
ていることはありますか？」に対しての解答は、
「はい」が８人、「一応、はい」が２人、「いいえ」
は０人であった。この点に関しては、歴史的分
野の授業で学んだ内容はおおむね公民的分野
（政治分野）の授業で役立っているようである。
ただし、生徒たちの発言から考えると、その「役
立つ」の中味は定期試験の時にすでに知ってい
る内容なので覚えやすいというような、点数に
つながるという意味合いが強く感じられた。中
学生にとっての「理解」とは、まず何より定期
試験の結果に直結していることがわかったとと
もに、改めて試験で問う内容がいかに大切であ
るかということが明らかになった。
　次にＱ２「歴史的分野の授業と公民的分野の
授業で何かつながりを感じることはあります
か？」に対しての解答は、「はい」が６人、「一応、
はい」が３人、「いいえ」が１人であった。「い
いえ」と答えた生徒は「特にないです」の後に、
「歴史（的分野）と公民（的分野）は別の科目
として受けている。たまに歴史でやったことが
出てくるな…と思うくらい」と率直な所を話し
てくれた。
　ここで「はい」と答えた生徒の中で、「大正
デモクラシー」について言及した生徒は４人も
いた。こちらが想定していたよりも人数が多
かったのだが、その要因としては、聞き取り調
査の前に実施された公民的分野（政治分野）の
前期期末試験において治安維持法に関する問題
が出題されていたことで、生徒たちの記憶が鮮
明だったことが挙げられよう。なかには、1889
（明治22）年の衆議院議員選挙法の制定から始
まり、その変遷を年代から内容まですべて的
確に答えられる生徒までいた。そうした条件が
整っていたにせよ、第２学年の歴史的分野にお
ける「大正デモクラシー」の単元で学んだ内容
は、公民的分野を学習する上で、その前提とし
て必要であり、生徒たちにとっては「常に」と
いうわけではないが、「所々」で、あるいは「端々」
授業研究論文　中学校社会科教育における歴史的分野と公民的分野の接続に関する授業検証研究　—「大正デモクラシー」を事例として—
57
に登場してきて意識される存在であることがわ
かった。
　また一方で、Ｑ２に「はい」もしくは「一応、
はい」と答えた生徒でも、歴史的分野と公民的
分野がつながっていることは感じるが、どこが
つながっているかを意識して授業を受けること
は少なく、勿論、そのつながりを自分の言葉で
説明するのも難しいようであった。
　そこで、第１・第２学年に地理的分野と歴史
的分野が併設され、最後に公民的分野が置かれ
ていることの意味、すなわち日本および世界の
基本的な地形や気候を地理的分野で学び、そう
いう条件のもとに築かれた日本および世界の国
の歴史を歴史的分野で学んだ上で、これから現
代の社会に巣立っていくものとして公民的分野
を学ぶという社会科としての大きな流れを説明
した所、【写真８】で解答を示したＦ子は少し
驚きながら、「そんな意味があることをはじめ
て知った。はじめて考えた。」と嬉しそうに答
えた。
　これらの聞き取りを含め、これまでの検証か
ら、地理・歴史・公民を担当している教員たち
がもっと積極的に連絡をとり、情報を共有し合
い、不要な重なりを減らし、必要な重なりを積
み上げていけたら、本校のめざす社会科教育を
よりよい形で生徒たちに授けられると確信する
ことができた。（水谷）
８　むすびにかえて
　これまでに記されているように、本校では、
ノート記述の工夫を評価したり、定期試験で論
述問題を出題するなど、新学習指導要領の要点
とも言える言語活動の充実が先取りされていた
ことがわかる。本研究では、一学年195名の生
徒のうち、わずか10名のノート記述と論述問題
答案分析そして聞き取り調査ではあるが、生徒
たちの理解と協力により、ノートや答案の公開
に同意してもらうことができたことは大きい。
生徒の実物のノートや答案から、ノート作業を
工夫することによって思考が整理され、歴史的
事象を評価する判断力も身についていること
が、ささやかではあるが明らかになったからで
ある。
　ここでむすびにかえて、今後の課題を整理し
ておきたい。本研究で示すことができなかった
のは、なぜ中学校社会科教育は、パイ型のカリ
キュラムを採用しているのか、という根源的な
問いである。それは、地理も歴史も教科ではな
くあくまで社会科の一分野であり、なぜ地理的
分野と歴史的分野が、公民的分野の学習の前提
となっているのか、そして地理的分野と歴史的
分野を並行学習することの意味も何なのか、と
言った社会科教育のカリキュラムそのものの問
い直しである。本校のホームページで公開され
ているカリキュラム表には、社会という文字は
なく、地理・歴史・公民となっている。生徒た
ちが目にする各教室の時間割表も同様である。
　しかし、本研究が示したように、歴史的分野
の工夫した学習は公民的分野の思考・判断を深
めている。その逆に、本研究では明らかにして
いないが、公民的分野の学習を深めることが、
歴史的分野の学習に再び主体的に取り組む態度
を形成するかもしれない。私たち社会科教育に
携わる者は、地理的分野・歴史的分野・公民的
分野が一体となった学習となるよう、それぞれ
の接続について意識を高めなければならない。
義務教育の総括である中学校は、国民の知的基
盤を支える役割がある。中学生ぐらいの年頃の
子どもたちを相手に、教室の雰囲気を明るくす
るよう、授業前に教師が「だじゃれ」を考えて
おくことも決して無意味ではない。だが本稿冒
頭の学校教育法に示された「生涯にわたり学習
する基盤が培われる」ためにも、教師がカリキュ
ラムの構造を理解し疑問を持ち、その上で研究
者的態度をもって教材研究をすることは、何よ
りも重要なことなのである。（坪井）
1 高等学校では、2013年度から年次進行で実施さ
れる。そのため2015年度が完成年度、いわゆる
全面実施となる。
2 文部科学省「中学校学習指導要領解説　社会編」
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（2008年9月）p. ５。
3 文部科学省「中学校学習指導要領解説　社会編」
（2008年9月）p.16。
4 文部科学省「中学校学習指導要領解説　社会編」
（2008年9月）p.151。
5 大正デモクラシーの単元開発研究として、すで
に歴史教育者協議会編『歴史地理教育』750号
（2009年10月）では、「特集【大正デモクラシー
を学ぶ】」が組まれている。成田龍一「『大正デ
モクラシー』をめぐる諸問題」（pp.10－18）の
ほか、早川寛司「〔実践記録／小学校６年〕『神様』
とよばれた国会議員・尾崎行雄」（pp.19－24）、
および小林朗「〔実践記録／中学校歴史的分野〕
木崎争議の闘いがなかったらマッカーサーの農
地改革もなかった」―木崎争議の授業」（pp.25
－30）、および北尾悟「教育から見る大正デモ
クラシー―教材化の視点を中心に」（pp.31－36）
が掲載されているが、歴史的分野と公民的分野
の接続が研究されている論考は見あたらなかっ
た。
6 奥山研司「『公民学習』の場面を取り入れた『歴
史学習の試み』－“日本の戦時体制・ファシズム”
をいかに教えるか－」全国社会科教育学会『優
れた社会科授業の基盤研究Ⅱ　中学校・高校の
“優れた社会科授業”の条件』（明治図書、2005年、
pp.129 ～ 135）。
7 二井正浩「中学校社会科歴史的分野における“民
主政治”の教材化－“ヒトラーの民主政治”は
民主政治か－」片上宗二編『社会科教材の論点・
争点の授業づくり①　“民主政治”をめぐる論
点・争点と授業づくり』（明治図書、2005年、
pp.115 ～ 128）。
8 石本貞衡、川﨑誠二、上園悦史「『ワイマール憲
法の成立と崩壊』をとおして『社会権を学ぶ意
義－再生刺激法による学習者の思考を基に－」
日本社会科教育学会編『社会科授業力の開発　
中学校・高等学校編　研究者と実践者のコラボ
による新しい提案』（明治図書、2008年、pp.263
～ 278）
9 本研究は、2011年２月23日に、東洋英和女学院
大学教職課程担当の坪井が、東洋英和女学院中
学部の水谷の実践を初めて授業観察し、水谷が
大正デモクラシー期の思想史・メディア史研究
を、筑波大学大学院博士課程で行っていたこと
を知ったことが端緒である。本稿の「８　むす
びにかえて」で示すように、中等教育の社会科
が学問研究に根ざして実践されることの意義は
大きい。本稿は、歴史学専攻の水谷と教科教育
学専攻の坪井がコラボレーションして、ささや
かな研究成果を提示する試みである。
10 新学習指導要領では、第１学年105時間、第２
学年105時間、第３学年140時間、３カ年で350
時間を社会科の授業時数とすることが定められ
ているが、私立学校である本校では、週あたり
の授業時数を32時間とし、社会科の３カ年の合
計授業時数を385時間確保している。
11 新学習指導要領の大項目（１）「私たちと現代
社会」、（３）「私たちと政治」、（４）「私たちと
国際社会の諸課題」を政治分野、（２）「私たち
と経済」を経済分野として取り扱っている。
12 東洋英和女学院　中学部『シラバス（授業計画）
2012　中学部３年』，p. ８。
13 東洋英和女学院　中学部「シラバス（授業計画）
2012　中学部１年」pp.10－11。同「中学部２年」
pp.10－11。
14 東洋英和女学院『東洋英和女学院120年史』（東
洋英和女学院120年史編纂委員会、2005年）を
参照されたい。
15 文部科学省「中学校学習指導要領解説　社会編」
（2008年9月）p.14。
16 成田 一は岩波新書（新赤版）のシリーズ日本
近現代史④『大正デモクラシー』（岩波書店、
2007年）の「はじめに」で、「『大正デモクラシー』
は、歴史用語としても歴史概念としても、きち
んと定義されているとは言い難い状況にある」
としながらも、「この時期に『日本』の歴史に
切断線が入り、あらたな時代相を表していると
いう認識が緩やかに形成されている」と表現し
ている。
17 その代表的な先行研究として、前者（＝民衆の
反権力運動にみる市民社会の形成）では松尾尊
兊『大正デモクラシー』（岩波書店、1974年）
および『普通選挙制度成立史の研究』（岩波書店、
1989年）、後者（＝政党政治の確立）では三谷
太一郎『新版大正デモクラシー論』（東京大学
出版会、1995年）および『増補日本政党政治の
形成―原敬の政治指導の展開』（東京大学出版
会、1995年）を挙げることできる。また、1970
年代半ばには、こうした「大正デモクラシー」
研究に違和感を唱え、大正期以降の歴史を大正
デモクラシー、昭和戦前期のファシズム、戦後
民主主義と断絶的に捉える歴史認識に対して問
題提起が行われている（有馬学・伊藤隆「〔書評〕
松尾尊兊著『大正デモクラシー』、鹿野政直著『大
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正デモクラシーの底流』、金原左門著『大正期
の政党と国民』、三谷太一郎著『大正デモクラ
シー論』」（『史学雑誌』、1975年３月））。伊藤は、
「革新」という新しい分析概念を提示し、歴史の
流れを連続的に捉え直し、「大正デモクラシー」
研究から捨象された当該期の在野諸政治集団の
存在などに光を当て、再検証を試みている（『大
正期「革新」派の成立』（塙書房、1978年））。
18 前掲、松尾尊兊『大正デモクラシー』の「はし
がき」には、「私見では、大正デモクラシーと
は都市だけではなく農村に、そして社会の最底
辺たる被差別部落へと根をひろげた、かならず
しもインテリとはいえぬ広汎な勤労民衆の自覚
に支えられた運動であった。それゆえに、大正
期は、たんなる過渡期ではなく一つの歴史的個
性をもつ時代でありえた。その生み出した最良
の思想的達成は、日本国憲法の基本精神に直結
しており、戦後民主主義の日本社会への定着は
大正デモクラシーを前提としてはじめて可能で
あったといえよう」と記されている。また、前
掲、三谷太一郎『大正デモクラシー論』には「大
正デモクラシー体制は思想的にも人的にも戦後
日本の政治体制の骨格を形成することとになっ
た」とある。
19 大正デモクラシーという言葉が初めて中学校学
習指導要領に登場するのは、戦後第６次改訂と
なる1989年３月告示のものである。歴史的分野
の内容「（８）二つの世界大戦と日本」の「イ　
大正デモクラシーと文化の大衆化」として、「政
党政治の発達、民主主義の思想の普及、文化の
進展を扱い、国民の政治的自覚の高まり、社会
運動の展開、都市を中心とする文化の大衆化を
理解させる」とされた。
20 さらに「中学校学習指導要領解説〔社会編〕」
を見ると、「『我が国の国民の政治的自覚の高ま
り』については、『大正デモクラシーの時期の
政党政治の発達、民主主義思想の普及、社会運
動の展開を取り扱う』」（内容の取扱い）ように
し、本格的な政党内閣による政党政治が展開し
たこと、普通選挙制が実現したこと、米騒動を
はじめ、労働運動、農民運動、社会主義運動な
どの社会運動が幅広く行われるようになったこ
と、女性の社会的進出が進んだことに気付かせ
る」と記され、おおむね各教科書の記述も、こ
の解説に準じる内容構成となっている。
21 「大正デモクラシー」を国際情勢とどのように
関連づけて単元開発を行うかは、歴史学研究と
教育実践の往還が必要である。有馬学は、注10
に挙げた松尾や三谷の研究で示されている「大
正デモクラシーの発展過程というとらえ方は、
ややもすれば国際的契機を捨象した自閉的なイ
メージに陥りやすい」と批判し、当該期の日本
を「国際化のプロセス」という視角から捉え直
している（『〈日本の近代４〉「国際化」の中の
帝国日本』（中央公論新社、1999年））。
22 松尾尊兊は、前掲、『普通選挙制度成立史の研究』
の「はしがき」において、1925年に成立した普
通選挙法の成立過程を主題に選んだ理由を「選
挙権の拡張が、近代日本における国民的政治課
題の一つであり、とくに1919年から1925年にか
けては、当時最大の政治争点となり、これをめ
ぐって政治諸勢力がはげしく競り合ったからで
ある。選挙法問題がこれほど政治の舞台で重要
な役割を果たした時期は後にも先にもない」と
述べている。
23 近代日本の女性運動に関しては、鈴木裕子編・
解説『日本女性運動資料集成』第１・２巻（不
二出版、1996年）、および菅原和子『市川房枝
と婦人参政権獲得運動：模索と葛藤の政治史』
（世織書房、2002年）、伊藤康子『草の根の婦人
参政権運動史』（吉川弘文館、2008年）などを
参照した。また、近代日本における女性の足跡
を、運動や問題にのみ限定せず、生活の次元か
ら捉え直した著書として、鹿野政直、堀場清子
『祖母・母・娘の時代』（岩波ジュニア新書96、
1985年）を挙げることができる。
24 治安維持法については、荻野富士夫『増補　特
高警察体制史』（せきた書房、1988年）、および
荻野富士夫編『治安維持法関係資料集』第１～
４巻（新日本出版社、1996年）を参照した。
25 政治学者の丸山真男は、著書『日本の思想』（岩
波書店、1961年）第四章「「である」ことと「す
る」こと」において、民主主義について次のよ
うに述べている。
　　　 民主主義というものは、人民が本来制度の自
己目的化―物神化―を不断に警戒し、制度の
働き方を絶えず監視し批判する姿勢によって、
はじめて生きたものとなり得るのです。それ
は民主主義という名の制度自体についてなに
よりあてはまる。つまり自由と同じように民
主主義も、不断の民主化によって辛うじて民
主主義でありうるような、そうした性格を本
質的にもっています。民主主義的思考とは、
定義や結論よりもプロセスを重視することだ
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といわれることの、もっとも内奥の意味がそ
こにあるわけです（pp.156－157）。
26 新学習指導要領の社会科歴史的分野の目標で
は、その筆頭で「歴史的事象に対する関心を高
め、我が国の歴史の大きな流れを、世界の歴史
を背景に、各時代の特色を踏まえて理解させ、
それを通して我が国の伝統と文化の特色を広い
視野に立って考えさせるとともに、我が国の歴
史に対する愛情を深め、国民としての自覚を育
てる」としているが、国民としての自覚とは、
未来の有権者として、選挙権の行使に積極的な
態度を身につけることも含まれよう。
27 厳密に言うと、「民本主義」という言葉を作っ
たのは吉野作造ではない。「民本主義」を最初
に唱えたのは、管見の限りでは、『萬朝報』論
説記者の茅原華山である。社主の黒岩涙香によ
る造語のもと、茅原は「民本主義の解釈」を発
表し、「貴族主義、官僚主義、軍人政治」に反
対する「人民を主とする」政治思想の意味に用
いている（『萬朝報』、1912年５月27日）。「民本
主義」という言葉の変遷については、太田雅夫
『増補大正デモクラシー研究』（新泉社、1990年）
第二章「デモクラシー訳語考」が詳しい。また、
茅原華山に関しては、拙稿「茅原華山の『長野
新聞』主筆時代」（『日本歴史』626、2000年７月）、
「雑誌『第三帝国』と茅原華山」（『メディア史
研究』11、2001年９月）、「茅原華山の「戦後第
一声」―『東日本新聞』の言説を中心に―」（『近
代史料研究』9、2009年10月）を参照されたい。
28 吉野作造については、田澤晴子『吉野作造―人
生に逆境はない―』（ミネルヴァ書房、2006年）
を参考に、人物重視の授業を構成した。
29 家永三郎『美濃部達吉の思想史的研究』（岩波
書店、1993年）を参考に授業作りをした。
30 吉野・美濃部の両者を考察した最近の事例とし
ては、古川江里子『美濃部達吉と吉野作造―大
正デモクラシーを導いた帝大教授―』（山川出
版社、2011年）を挙げることができる。
31 原敬の人物および立憲政友会総裁としての役割
に関しては、玉井清『原敬と立憲政友会』（慶
應義塾大学出版会、1999年）、および季武嘉也『日
本史リブレット人094　原敬』（2010年、山川出
版社）を参考に、「平民宰相」をイメージしや
すい説明を心がけた。
32 奈良岡聰智『加藤高明と政党政治―二大政党制
への道―』（山川出版社、2006年）を参考に、
普通選挙法と治安維持法が「アメとムチ」の性
格をもつことについて、正確な史実に基づいて
指導できるようにした。
33 川人貞史『日本の政党政治　1890－1937年―議
会分析と選挙の数量分析―』（東京大学出版会、
1992年）は、1890年代～ 1937年に至るまで、第
１～ 20回総選挙の実態を議会・政党・選挙の三
つの視座から詳細なデータをもとに分析してい
る。
34 治安維持法の第１条「国体を変革し、又は私有
財産制度を否認する」という表現から、この法
令はとくに共産主義を取り締まりの対象として
いたことが想起される。だが、現在、本校の歴
史的分野で使用している教科書（前掲、「中学
社会　歴史—未来をひらく」）・資料集（「グラ
フィックワイド歴史」（とうほう、2012年版））
では、治安維持法の制定により「社会主義運動
はおさえられ」、あるいは「社会主義運動を抑
えようとした」と表記されている。つまり、共
産主義は広い意味での社会主義運動と見なされ
ている。そのため、授業では、板書の文言は教
科書・資料集に準拠しつつ、条文を生徒に読ま
せ、共産主義は社会主義の一形態と考えられて
いるという説明を補うことにしている。
35 山田規雄は論文「日本における政治的無関心と
公民教育論が果たしてきた歴史的役割―大正デ
モクラシー期から敗戦直後の公民教育構想まで
―」（日本公民教育学会『公民教育研究　第18
号』、2010年）のなかで、戦前の「日本におい
て政治教育を含む『公民科』が学校教育制度の
中に現れるきっかけになったのは、大正デモク
ラシー期に普通選挙制度が施行されようとする
際、国民の間における社会主義思想の拡大と政
治腐敗に対する危機感からであった（p.66）」と
述べている。
36 小路田泰直『憲政の常道―天皇の国の民主主義
―』（青木書店、1995年）を参照した。
37 生徒のノート、定期試験の解答の掲載について
は、本校部長（校長に該当する）の承認、およ
び該当生徒への説明と承認を経ている。
38 この点に関しては、文部科学省『言語活動の充
実に関する指導事例集【中学校版】』（教育出版
株式会社、2012年）pp.49－68の社会（10事例）
を参照した。
39 論述問題の採点方法は、指定されている用語（今
回であれば、「民本主義」／美濃部達吉／護憲
三派／普通選挙法）が正しく使用されているか、
その前後関係の説明は合っているかなどを基準
授業研究論文　中学校社会科教育における歴史的分野と公民的分野の接続に関する授業検証研究　—「大正デモクラシー」を事例として—
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とし、おもに加点方式を採っている。2010年度
より２年連続で必ず論述問題を出題し続けた結
果、それ相応の対策を生徒一人ひとりが立てて、
テストに臨むようになった。
40 本校の第３学年の公民的分野では、教科書と
して『新編　新しい社会　公民』（東京書籍、
2012年）を、副教材として『新しい公民』（浜
島書店、20102年）を使用している。
41 小林多喜二の「最期」については、倉田稔『小
林多喜二伝』（論創社、2003年）、および荻野富
士夫「なぜ小林多喜二は虐殺されたのか」（『世
界』787号、岩波書店、2009年２月）などの情
報を生徒に伝えたことが、インパクトがあった
ようだ。
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